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利
用
者
の
負
担

サービスにかかった費用の一部を負担します

介護保険負担割合証について
要介護・要支援認定を受けた方や総合事業を利用されている方には、利用者負担の割合（1割、2割、3割）が記載された「介
護保険負担割合証」が発行されます（適用期間は8月～翌年7月で毎年交付されます）。

サービスにかかった費用の
1割、2割または3割を
負担します

　おもな在宅サービスでは、要介護状態区分に応じて上限額（支給限度額）が決められています。
上限額の範囲内でサービスを利用するときは、利用者負担は1割、2割または3割ですが、上限を超
えてサービスを利用した場合には、超えた分は全額利用者の負担となります。

※上記の支給限度額は標準地域のケースで、人件費などの
地域差に応じて限度額の加算があります

要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

支給限度額
50,320円
105,310円
167,650円
197,050円
270,480円
309,380円
362,170円

おもな在宅サービスの費用について

　利用者本人と、同じ世帯にいる65歳以上の方の所得により決まります。
　利用者負担の割合は、区から交付される「介護保険負担割合証」に記載されています。

＊合計所得金額、課税年金収入額、その他の合計所得金額については、8ページ下欄を参照してください。
　合計所得金額にⅠ給与所得又はⅡ公的年金等に係る雑所得が含まれる場合には、ⅠとⅡの合計額から10万円を控除します。
◆第2号被保険者（40～64歳の方）の利用者負担は1割です。

利用者負担の割合の決まり方

例 要介護1の方が、1カ月180,000円分のサービスを利用した場合の利用者負担額（1割負担の場合）
実際に利用した額180,000円
支給限度額167,650円 利用者負担額

29,115円+ =

要介護状態区分

1割負担16,765円 支給限度額を超えた分12,350円

おもな在宅サービスの支給限度額（1カ月） 支給限度額が適用されないサービス
要支援1・2の方のサービス

要介護1～5の方のサービス
●居宅療養管理指導　●特定施設入居者生活介護
●認知症対応型共同生活介護
●地域密着型特定施設入居者生活介護
●地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
●特定福祉用具販売　●住宅改修費支給

●介護予防居宅療養管理指導
●介護予防特定施設入居者生活介護
●介護予防認知症対応型共同生活介護
●特定介護予防福祉用具販売　●介護予防住宅改修費支給

利用者
負担3割

利用者
負担1割

利用者
負担2割

同一世帯に65歳以上の方（本人を含む）が
　1人の場合　340万円

2人以上いる場合　合計463万円

課税年金収入額＊＋その他の合計所得金額＊

同一世帯に65歳以上の方（本人を含む）が
　1人の場合　280万円

2人以上いる場合　合計346万円

課税年金収入額＊＋その他の合計所得金額＊

以上

未満

以上

未満

65歳以上の方

本人が区民税を課税されていない、
または生活保護を受給している。

本人の合計所得金額＊
が160万円未満

本人の合計所得金額＊
が220万円未満

い
い
え

は
い

は
い

は
い

い
い
え

い
い
え

対　象　者

　生活福祉資金貸付制度は、低所得世帯や高齢者世帯等に対して、日常生活費以外のまとまった資
金を必要とする場合や、医療費等の大きな支出が一時的に必要になった場合に、資金の貸付と相談
支援を行う制度です。原則として、未払い・未契約の費用が貸付対象です。
(例）福祉用具購入費・住宅改修費・一時的な医療費及び介護サービス料

生活福祉資金貸付制度があります

　生計困難な方が、軽減制度を取り扱っている事業者で対象のサービスを利用した場合に、介護
サービス費や居住費、食費に係る利用者負担額の1/4（老齢福祉年金受給者は1/2）を軽減します。
軽減を受けるためには、介護保険課へ申請する必要があります。

生活困難な方は利用者負担が軽減されます

中央区社会福祉協議会　☎3523-9295お問い合わせ・申込み先

　区民税非課税世帯で、次の①から⑤のすべての要件を満
たしている方
①世帯の年間収入が基準収入額以下
②世帯の預貯金額（有価証券、債権等を含む）が基準貯蓄
額以下
③世帯がその居住用に供する家屋、その他日常生活のため
に必要な資産以外に利用できる資産を所有していない
④負担能力のある親族（別世帯含む）などに扶養されていない
⑤介護保険料を滞納していない

350万円
450万円
550万円

世帯の
預貯金額

1人
2人
3人

世帯員数

150万円
200万円
250万円

世帯の
年間収入額

■基準収入額・貯蓄額

介 護 保 険 負 担 割 合 証
交付年月日　　　年　　　月　　　日

番　　号

住　　所

氏　　名

生年月日

利用者負担
の割合

割

割

適 用 期 間

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印

フリガナ

明治・大正・昭和　 年　 月　 日

開始年月日　 　　年　　月　　日
終了年月日　 　　年　　月　　日
開始年月日　 　　年　　月　　日
終了年月日　 　　年　　月　　日

被

保

険

者

●こんなときに利用します
　負担割合証は、介護保険のサービスを受けるときにサービス提供事業者
へ提示します。
　サービス提供事業者はこの負担割合証で利用者の負担割合を確認します。
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利
用
者
の
負
担介護保険と医療保険の利用者負担が高額になったとき

利用者負担金の減免について

　介護保険と医療保険の両方の利用者負担が高額になった場合は合算することができます（高額医療・
高額介護合算制度）。介護保険と医療保険のそれぞれ月の限度額を適用後、年間（8月～翌年7月)の利用
者負担額を合算して下表の限度額を超えたときは、申請により超えた分が翌々年4月以降に支給されます。

　災害等により居住する家屋が著しい損害を受けた場合などに利用者負担金の減免を受けられることが
あります。

◆高額医療・高額介護合算制度の利用者負担限度額〈年額／8月～翌年7月〉

※低所得者Ⅰ区分の世帯で介護サービスの利用者が複数いる場合は、限度額の適用方法が異なります
●毎年7月31日時点で加入している医療保険の所得区分が適用されます

介護保険を利用しやすくするために
利用者負担の軽減制度があります

1カ月の利用者負担が上限額を超えたとき

　同じ月に利用したサービスの、利用者負担の合計額（同じ世帯に複数の利用者がいる場合は世帯合
計額）が利用者負担額の上限を超えた場合、申請により区が認めたときには超えた額が支給されます。
▶該当する方には申請用紙が郵送されますので、区に申請書を提出してください。
◆利用者負担の上限額

■高額介護サービス費

介護サービス・介護保険料に関する税の控除

◆施設入所者

対 象 費 用

！
介護保険
教えて

※「高額介護サービス費」により支給された分は医療費控除から除かれます。
※全ての介護サービスについて、日常生活費、特別な居住費・食費は医療費控除の対象とはなりません。
※医療費控除の対象額が総所得金額等の5％（総所得金額等が200万円以上の方は10万円）を超えないと適用されません。
※医療費控除の対象となる額は領収書に記載されています。大切に保管しておきましょう。

●社会保険料控除
　　介護保険料として支払った額は、社会保険料控除の対象となります。

【お問合せ先】保険年金課収納係（☎3546-5365）

条　　　　件 指定介護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護医療院の入所者
施設に支払った自己負担額（居住費・食費及び介護費）
※ただし、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設は支払った額の2分の1

居宅介護サービス事業者等に支払った自己負担額対 象 費 用

対象サービス 訪問介護（生活援助中心型を除く）、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、
定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一部を除く）、夜間対応型訪問介護、認知
症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護等

条　　　　件 （1）おむつを使用した年に作成された「主治医意見書」、もしくはおむつを使用し
た年に主治医意見書が作成されていない場合は、その年に受けていた要介護
認定（有効期間が13カ月以上のものに限る）の審査に当たり作成された「主
治医意見書」を区が保管し、確認できること。

◎初めて医療費控除を受ける場合は、おむつを使用した年に受けていた要介護認
定の有効期間が合算して6カ月以上であること。

（2）「主治医意見書」の内容から「寝たきり」で「失禁への対応」としてカテーテ
ルを使用していること、または尿失禁が「現在あるかまたは今後発生の可能
性の高い状態」であることが確認できること。

◆居宅サービス利用者（介護予防サービスも含む）
条　　　　件

訪問看護、訪問リハビリ、通所リハビリ、短期入所療養介護、居宅療養管理指導等

（1）居宅サービス計画又は介護予防サービス計画にもとづいて居宅サービスを受けていること
（2）居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に次のような医療系サービスが

位置付けられていること

●医療費控除
◆おむつ代
　　要介護認定を受けている方で、下記の条件に該当する方に、医師が発行する「おむつ使用証明
書」に代えて、「確認書」を交付します。

【お問合せ先】介護保険課介護認定係（☎3546-5385）

条　　　　件 （1）障害者手帳等の交付を受けていない方
（2）要介護1以上の要介護認定を受けている方
（3）認定情報から寝たきり状態や認知症状が確認できる方

【お問合せ先】介護保険課介護認定係（☎3546-5385）

●障害者控除および特別障害者控除
　　65歳以上の方で、下記の条件に該当する場合、障害者控除または特別障害者控除の適用を受け
るための「認定通知書」を交付します。

【お問合せ先】 日本橋税務署京 橋 税 務 署
☎3663-8451
☎4434-0011

所得税の控除全般については
税務署にお問い合わせください。

■高額医療合算介護サービス費

▶中央区国民健康保険または後期高齢者医療制度に加入されている方のうち、支給対象となる見込みの方に
は翌々年に申請用紙が郵送されますので、医療保険の窓口に申請書を提出してください。

●区民税世帯非課税等

上限額（世帯合計）利用者負担段階区分

●一般（上記または下記以外） 44,400円

24,600円

15,000円（個人）
15,000円

●生活保護の受給者
●利用者負担を15,000円に減額することで、生活保護の受給者と
ならない場合

●合計所得金額および課税年金収入額の合計が80万円以下の方
●老齢福祉年金の受給者 15,000円（個人）

44,400円

●年収約1,160万円以上

●年収約383万円以上約770万円未満

●年収約770万円以上約1,160万円未満 93,000円

140,100円

所得 70歳未満の
方がいる世帯（基礎控除後の総所得金額等）

212万円
141万円
67万円
60万円
34万円

212万円
141万円
67万円
56万円
31万円
19万円

212万円
141万円
67万円
56万円
31万円
19万円

600万円超901万円以下
210万円超600万円以下

区民税非課税世帯
210万円以下

901万円超

70～74歳の
方がいる世帯

後期高齢者医療制度で
医療を受ける方がいる世帯所得区分

一　般
低所得者Ⅱ
低所得者Ⅰ※

課税所得690万円以上
課税所得380万円以上
課税所得145万円以上

令和7年8月から 利用者負担段階の80万円が80万9千円に変わります。




